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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第54期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第55期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,406,1013,341,74717,683,864

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △245,832△45,885 256,482

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△)

(千円) △160,790 12,040 131,212

純資産額 (千円) 5,067,4365,240,0355,264,426

総資産額 (千円) 18,700,66517,686,34619,457,160

１株当たり純資産額 (円) 331.97 355.61 353.59

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △10.53 0.81 8.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 27.1 29.6 27.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 694,343 498,406 677,641

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △73,154 △33,755△271,259

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △514,300△380,970△422,034

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,129,7771,090,9161,007,235

従業員数 (名) 480 351 388

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第54期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期

純損失金額を計上しているため、第54期及び第55期第１四半期連結累計期間は潜在株式が希薄化効果を有し

ていないため、記載を省略しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の

内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 351

(注)　従業員数は就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 276

(注)　従業員数は就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

前年同四半期比(％)

都市環境部門

　コンクリート舗装材 3,435千個 84.5

　擬木他 621ｔ 105.2

エクステリア部門

　積みブロック 198千個 96.6

土木部門

　ボックスカルバート 6,422ｔ 105.5

　ヒューム管 1,523ｔ 65.9

　道路用製品 20,444ｔ 70.2

　その他 1,331ｔ 51.3

合計
3,634千個
30,343ｔ

85.0
74.6

　

(2) 商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日) 前年同四半期比(％)

金額(千円) 構成比(％)

都市環境部門 295,175 21.1 127.4

エクステリア部門 191,658 13.7 79.1

土木部門 914,149 65.2 113.2

合計 1,400,983 100.0 109.3

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　

(3) 受注状況

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日) 前年同四半期比(％)

金額(千円) 構成比(％)

都市環境部門 999,316 29.9 114.9

エクステリア部門 428,522 12.8 78.8

土木部門 1,913,908 57.3 96.1

合計 3,341,747 100.0 98.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(5) 生産、受注及び販売等に関する特記事項

当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期

間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間と第

４四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気後退に一部下げ止まりの兆しが見られたもの

の、本格的な回復に向けた動きは鈍く、設備投資の大幅な減少、企業業績の不振や雇用情勢の悪化など依

然として厳しい状況で推移いたしました。 

　このような状況のもと、当社グループは、昨年来進めてきた採算重視の営業展開を継続的に推進すると

ともに、経営の合理化を図るべく営業・生産拠点のさらなる再編を実施し組織をスリム化・シンプル化

することで、販売・生産効率の向上や固定費の削減を推し進めてまいりました。 

　当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は33億41百万円（前年同四半期比64百万円減）、営業損失

は27百万円（同１億96百万円の改善）、経常損失は45百万円（同１億99百万円の改善）、四半期純利益は

12百万円（前年同四半期は１億60百万円の損失）となりました。
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（都市環境部門）

主要な売上を占める舗装材は、社会ニーズに対応したバリアフリータイプ、環境負荷の軽減に繋がる保

水・透水タイプの製品群が堅調に推移したことなどにより、当部門の売上高は９億99百万円（前年同四

半期比14.9％増）となりました。

　

（エクステリア部門）

販売部門を連結子会社に集約・統合して効率的な販売体制の確立に取り組むとともに、リニューアル

製品を上市いたしましたが、金融市場の混乱ならびに雇用情勢の急速な悪化に伴い、新設住宅着工戸数が

大幅に減少した影響により、当部門の売上高は４億28百万円（前年同四半期比21.2％減）となりました。

　

（土木部門）

追加経済対策や補正予算などにより、公共事業投資の縮減傾向に一定の歯止めがかかることが予想さ

れるなか、ヒューム管ならびに重圧管などの製品は堅調に推移いたしましたが、ボックスカルバートや側

溝などの製品が、景気の減速感に伴う民間工事の遅延などにより低調に推移したことで、当部門の売上高

は19億13百万円（前年同四半期比3.9％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金という」）は、前連結会計年

度末に比べ、83百万円（8.3％）増加し、10億90百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において営業活動によって得たキャッシュ・フローは、前年同四半期と

比較して１億95百万円減少し、４億98百万円となりました。

これは、税金等調整前四半期純損失を36百万円（前年同四半期２億48百万円）計上し、仕入債務が12

億24百万円（前年同四半期13億21百万円）減少したものの、売上債権が19億62百万円（前年同四半期

26億６百万円）減少したことおよび減価償却費85百万円（前年同四半期96百万円）などが主な要因で

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前年同四半期と比

較して39百万円減少し、33百万円となりました。

これは、有形固定資産の取得による支出22百万円（前年同四半期80百万円）が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前年同四半期と比

較して１億33百万円減少し、３億80百万円となりました。

これは、借入金の返済および配当金の支払などを行ったことが主な要因であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。　

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は23百万円であります。　
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,321,00015,321,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 15,321,00015,321,000― ―

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数（個） 294（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 294,000（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 195

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　　　　　　　　　　　　　　　　　195
資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　98

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の取締役、監査役、相談役、
顧問または使用人であることを要する。
ただし、退職後に引き続き関係会社の取締役、監査役、
相談役、顧問または使用人の地位を継続的に保有する
場合には、退職日より１年以内に限り権利を行使でき
るものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡をするときは、取締役会の承認を要
する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ─ 15,321,000 ─ 2,019,800 ─ 505,000

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(注)

普通株式
432,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,781,000
14,781 ―

単元未満株式
普通株式

108,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,321,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,781 ―

(注)　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。 
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② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
　日本興業株式会社

香川県さぬき市志度 
4614―13

432,000─ 432,000 2.82

計 ― 432,000─ 432,000 2.82

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 94 117 122

最低(円) 84 87 102

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について

は、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,122,916 1,036,235

受取手形及び売掛金 6,055,500 8,018,387

商品及び製品 1,611,648 1,580,551

仕掛品 91,869 90,782

未成工事支出金 74,703 12,668

原材料及び貯蔵品 201,296 213,599

繰延税金資産 55,725 －

その他 56,293 52,170

貸倒引当金 △26,701 △35,765

流動資産合計 9,243,253 10,968,629

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,873,655

※１
 1,907,441

土地 4,935,409 4,935,409

その他（純額） ※１
 804,531

※１
 825,297

有形固定資産合計 7,613,596 7,668,148

無形固定資産 264,494 271,569

投資その他の資産

投資有価証券 437,981 420,946

その他 253,700 265,036

貸倒引当金 △126,680 △137,170

投資その他の資産合計 565,002 548,813

固定資産合計 8,443,092 8,488,531

資産合計 17,686,346 19,457,160

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,513,167 4,737,961

短期借入金 7,960,200 8,260,200

未払法人税等 10,614 33,465

未払消費税等 26,776 78,451

未払費用 166,636 115,815

賞与引当金 34,018 43,916

その他 254,472 432,510

流動負債合計 11,965,885 13,702,321

固定負債

長期借入金 225,950 266,000

繰延税金負債 41,848 34,633

退職給付引当金 93,931 74,087

その他 118,695 115,691

固定負債合計 480,425 490,412

負債合計 12,446,310 14,192,734
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,586 2,016,586

利益剰余金 1,192,921 1,210,657

自己株式 △54,995 △37,766

株主資本合計 5,174,312 5,209,278

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 65,722 55,148

評価・換算差額等合計 65,722 55,148

純資産合計 5,240,035 5,264,426

負債純資産合計 17,686,346 19,457,160
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 ※１
 3,406,101

※１
 3,341,747

売上原価 ※２
 2,930,998

※２
 2,773,503

売上総利益 475,103 568,243

販売費及び一般管理費 ※３
 699,234

※３
 595,445

営業損失（△） △224,131 △27,202

営業外収益

受取利息 425 31

受取配当金 4,602 4,187

受取賃貸料 4,409 4,019

仕入割引 2,033 2,897

雑収入 4,798 6,100

営業外収益合計 16,269 17,236

営業外費用

支払利息 30,570 24,816

手形売却損 1,646 1,175

賃貸費用 2,553 1,813

雑損失 3,200 8,114

営業外費用合計 37,970 35,920

経常損失（△） △245,832 △45,885

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 9,107

固定資産売却益 144 －

投資有価証券売却益 10,598 －

特別利益合計 10,743 9,107

特別損失

固定資産売却損 880 －

固定資産除却損 12,344 －

特別損失合計 13,225 －

税金等調整前四半期純損失（△） △248,313 △36,778

法人税、住民税及び事業税 6,176 6,905

法人税等調整額 △93,700 △55,725

法人税等合計 △87,523 △48,819

四半期純利益又は四半期純損失（△） △160,790 12,040
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △248,313 △36,778

減価償却費 96,702 85,401

有形固定資産売却損益（△は益） 735 －

有形固定資産除却損 11,772 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △10,598 △1,354

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,750 △19,553

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,825 △9,897

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,269 19,843

受取利息及び受取配当金 △5,027 △4,219

支払利息 30,570 24,816

売上債権の増減額（△は増加） 2,606,264 1,962,886

たな卸資産の増減額（△は増加） △151,336 △81,918

仕入債務の増減額（△は減少） △1,321,089 △1,224,793

未払消費税等の増減額（△は減少） △57,241 △51,675

確定拠出年金債務の増減額（△は減少） △93,464 △70,548

その他の資産の増減額（△は増加） △35,108 12,507

その他の負債の増減額（△は減少） △122,969 △61,655

小計 743,741 543,059

利息及び配当金の受取額 4,866 4,490

利息の支払額 △29,999 △24,073

法人税等の支払額 △24,264 △25,069

営業活動によるキャッシュ・フロー 694,343 498,406

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △80,056 △22,627

有形固定資産の売却による収入 2,764 －

無形固定資産の取得による支出 △7,550 △2,100

投資有価証券の売却による収入 15,630 2,109

貸付けによる支出 － △5,360

その他 △3,942 △5,776

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,154 △33,755

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △450,000 △300,000

長期借入金の返済による支出 △40,050 △40,050

自己株式の取得による支出 △126 △17,228

配当金の支払額 △24,124 △23,691

財務活動によるキャッシュ・フロー △514,300 △380,970

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 106,888 83,680

現金及び現金同等物の期首残高 1,000,154 1,007,235

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 22,734 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,129,777

※１
 1,090,916
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１．会計処理基準に関する事項の変更

（1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１

四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１

四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第１四半期連結会計期間において、投資その他の

資産に区分掲記しておりました「長期貸付金」（当

第１四半期連結会計期間　5,360千円）は、金額の重要

性が乏しくなったため、当第１四半期連結会計期間よ

り投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おります。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）
　
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）
　
　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 11,265,790千円
　

　２　受取手形割引高 243,070千円

　　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 11,191,655千円
　

　２　受取手形割引高 175,433千円

　　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　売上の季節的変動について

当社グループでは、通常の営業形態として、第４四

半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計

期間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１

四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期

間と第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動

があります。

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コスト

の占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡

が大部分であるため、運賃は売上原価に計上して

おります。

※３　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 40,968千円

貸倒引当金繰入額 8,905

給与 260,390

賞与引当金繰入額 27,220

退職給付費用 19,762

賃借料 64,240

減価償却費 22,109

研究開発費 27,433

※１　売上の季節的変動について

同左

 

 

 

※２　　　　　　　　 　同左

 

 

※３　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 37,754千円

給与 222,755

賞与引当金繰入額 18,466

退職給付費用 25,480

賃借料 57,466

減価償却費 20,148

研究開発費 23,905

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間

末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,129,777千円

現金及び現金同等物 1,129,777千円
 

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間

末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,122,916千円

預入期間が３か月を超える

定期積金
△32,000

現金及び現金同等物 1,090,916千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 15,321,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 585,743

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年４月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 29,776 2.00平成21年３月31日 平成21年６月９日

　
　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間においてストック・オプション等を付与、交付または条件変更を行って

おらず、四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

(1) 事業の区分は、製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性によっております。 

(2) 当社グループの事業は、前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30

日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)において、コンク

リート二次製品事業及びこれに関連する建築資材・商品の販売事業の売上高及び営業損益の合計額

が、全セグメントの売上高及び営業損益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種

類別セグメント情報は作成しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)において海外売上高がないため、該当事項はあり

ません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

355円61銭 353円59銭

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △10円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─

１株当たり四半期純利益金額 ０円81銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純

損失金額を計上しているため、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が希薄化効果を有していないため、記載

を省略しております。

 ２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）

（千円） △160,790 12,040

普通株主に帰属しない金額 （千円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）

（千円） △160,790 12,040

普通株式の期中平均株式数 （株） 15,265,204 14,840,557

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について、前連結会計年度末から重要な
変動がある場合の概要

─ ─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

平成21年４月30日開催の取締役会において、平成21年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 29,776千円

②　１株当たりの金額 ２円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年６月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月４日

日本興業株式会社

取締役会　御中

　

監　査　法　人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　北　　田　　　　隆　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　田　　　　武　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月５日

日本興業株式会社

取締役会　御中

　

有　限　責　任　監　査　法　人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　北　　田　　　　隆　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　倉　　　　康　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

興業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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